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定期健康診断等における各検査の概要（現状） 
 

○血圧の測定 
・雇い入れ時の一般健康診断、定期健康診断ともに年齢に関わりなく必須の項目であ

る。 

 

・有所見率は平成２年の7.1%から平成26年の15.1%と増加傾向である。 

 

・「血圧の測定」については、従来医師の判断で省略できることとされていたが、労

働者の血圧の状態を若年から定期的に把握し管理することが必要であることから

省略できないこととしたものであること。（平成元基発第462号） 

 

 

○胸部エックス線検査 
・雇い入れ時の一般健康診断、定期健康診断では 20 歳、25 歳、30 歳、35 歳、40 歳

以上の者は必須の項目である。 

 

・有所見率は平成２年の1.6%から平成26年の4.2%と増加傾向である。 

 

・エックス線検査は「労働安全衛生法における胸部エックス線検査等のあり方検討会

報告書（平成18年）」などにおいて、40歳以上などで呼吸器疾患等の一般的なスク

リーニング検査として胸部エックス線検査を実施することが適当とされたことな

どから、以下の省略基準にて実施している。 

 

 （医師が必要でないと認めるときは省略することができる者） 

40歳未満の者（20歳、25歳、30歳、35歳の者を除く。）で、次のいずれにも該

当しないもの 

 

（ア）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令第12条第

1項第1号に掲げる者 

具体的には、学校(専修学校及び各種学校を含み、幼稚園を除く。)、病院、

診療所、助産所、介護老人保健施設又は特定の社会福祉施設において業務に

従事する者であること。 

 

（イ）じん肺法第8条第1項第1号又は第3号に掲げる者 

具体的には、常時粉じん作業に従事する労働者で、じん肺管理区分が管理1

のもの又は常時粉じん作業に従事させたことのある労働者で、現に粉じん作

業以外の作業に常時従事しているもののうち、じん肺管理区分が管理2であ
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る労働者であること。 

 

また、胸部エックス線検査の省略に関し医師が判断する際には、必要に応じて「労

働者に対する胸部エックス線検査のあり方等に関する懇談会報告書」を参考とする

こととしている。（平成22年1月25日基安労発0125第3号） 

  （上記報告書抜粋） 

－胸部エックス線検査の実施を留意すべき対象者 

下記については、一律には省略すべきでないとする対象集団を示す明確な知見は

認められなかったものの、委員会での結論を踏まえると、一般に結核の感染リス

クが高いと考えられることから、医師が胸部エックス線検査の省略について判断

する際、特に留意すべき事項であると考える。 

 

（イ） 結核の罹患の可能性が高いと考えられる多数の顧客と接触する場合等 

（ロ） 結核罹患率が高い地域における事業場での業務 

（ハ） 結核罹患率が高い海外地域における滞在歴 

（ニ） 長時間労働による睡眠不足等 

 

また、これらに該当しない者であっても、個別の既往歴の調査等で、特定の疾患

（糖尿病、慢性腎不全等）の罹患や治療（免疫抑制剤の使用）等により免疫力の

低下が疑われる状況にあることが把握され、結核の感染リスクが高いと考えられ

る場合などについては、医師が胸部エックス線検査の省略について判断する際、

特に留意すべきであると考える。 

 

 

○喀痰検査 
・定期健康診断では以下の基準で医師が必要でないと認めるときは省略可能である。 

 -胸部エックス線検査によって病変の発見されない者 

 -胸部エックス線検査によって結核発病のおそれがないと診断された者 

 -40 歳未満の者（20 歳、25 歳、30 歳及び 35 歳の者を除く。）で、次のいずれにも

該当しないもの 

  ・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令第 12 条第１

項第１号に掲げる者 

  ・じん肺法第８条第１項第１号に掲げる者 

 

・有所見率は平成２年の1.0%から平成26年の1.9%と増加している。 
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○腹囲 
・雇い入れ時健康診断では必須である。 

 

・定期健康診断では以下の基準で医師が必要でないと認めるときは省略可能である。 

-40歳未満の者（35歳を除く） 

 -妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していない

と判断されたもの 

 -BMI※が20未満である者 

 -自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが22未満である者に限る。） 

※BMI=体重（kg）／身長（m）2 

 

・平成20年基発第0121001号（抜粋） 

①労働災害となりうる脳・心臓疾患発症の危険因子の一つとして肥満があるが、肥

満の指標として BMI よりも腹囲(内臓脂肪)が肥満のリスク指標として優れてい

ることが明らかとなったことから、定期健康診断等の項目に追加したものであ

る。 

 

②「腹囲の検査」について 

第3号の「腹囲の検査」は、メタボリックシンドロームの診断基準に基づき、

立位、軽呼気時、臍レベルで測定を実施する。この際脂肪蓄積が著明で、臍が

下方に偏位している場合は、肋骨下縁と前上腸骨棘の中点の高さで測定する。 

 

③腹囲の簡易な測定方法について 

腹囲の測定については、腹部の露出等の労働者のプライバシーへの適正な配慮

を行う必要性があることから、簡易な測定方法を導入することとし、具体的に

は、腹囲の測定を、着衣のまま測定することを認めるとともに、労働者による

健診会場での自己測定を認めるものとする。この際、着衣の上からの測定を行

った場合は、厚生労働科学研究における研究結果を踏まえ、実測値から 1.5cm

引いた値を腹囲の検査値とするものとする。なお、現在も健康診断の際に、囲

い等を設けて、脱衣、胸部・腹部を露出した上で、医師による診察、心電図検

査等を行っているところであるが、その際、同時に腹囲の計測を行うことによ

りプライバシーに配慮することが可能となる。 

 

④健康診断項目の実施の手順について 

腹囲を定期健康診断の項目として追加し、あわせてその省略基準等を告示した

ところであるが、腹囲の省略基準にBMIを用いる観点から、今後定期健康診断

を実施する場合は、身長及び体重の測定を健康診断の最初の段階で行い、BMI

の値を計算した後に医師の診察を行うことが望ましい。 
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また、健診機関等においては、これ以外にも、こうした腹囲測定の省略基準を

念頭においた健康診断の企画を行うことが望ましい。 

 

⑤腹囲の値による事後措置について 

腹囲は、これまで肥満の指標として用いられてきた、安衛則第 51 条に基づく

健康診断個人票に規定するBMIに代わる指標として位置づけるものである。し

たがって、BMI がこれまで、健康診断個人票の他の健診項目とともに、医師が

労働者の状況を総合的に判断するための指標のひとつとして用いられ、これら

の状況を判断した結果である「医師の意見」を事業者が勘案し、必要があると

認めるときに、適切な措置を講じることとなっていたのと同様に、腹囲につい

ても取り扱われるものである。 

よって、従来からBMIのみで事後措置を求められることはなかったのと同様に、

腹囲のみで事後措置を行う必要はない。 

 

 

○身長、体重、視力及び聴力の検査 
・体重、視力、聴力は雇い入れ時の一般健康診断、定期健康診断ともに年齢に関わり

なく必須の項目である。 

身長は、雇い入れ時健康診断、定期健康診断では20歳未満の者は必須項目であるが、

20歳以上の者は医師が必要でないと認めるときは省略可能である。 

 

・聴力の検査の有所見率は平成２年の 1000Hz 5.1%/4000Hz 8.2%から平成 26 年の

1000Hz 3.6%/4000Hz 7.5%と減少している。 

 

・聴力を検査する意義は、労働者の聞く機能的能力の評価にあり、その結果に応じ

て適正配置を配慮するためのものである。 

聴力低下には、外耳道の狭窄、閉塞、鼓膜の裂傷、火傷、耳管狭窄、耳硬化症、頭

部外傷などによる伝音性難聴と、老人性難聴、騒音性難聴、メニエール病、化学物

質による聴器障害、突発性難聴などの感音性難聴とがある。産業現場では、騒音や

爆発時の爆風などによって聴力低下が起こることがあり、また、高齢者では老人性

難聴が問題となる場合がある。したがって、聴力低下を早期に把握するため聴力検

査が必要である。（一般健康診断ハンドブック 労働省労働衛生課編） 

 

・視力を検査する意義は、労働者の機能的能力の一つである視機能について評価し、

適性配置に資することにある。また、眼の外傷や異物、紫外線・赤外線・レーザー

光線・電離放射線などによる視力障害、さらにＶＤＴ作業者や精密作業者などの視

機能の変化を早期に把握するためにも視力検査は必要である。（一般健康診断ハ

ンドブック 労働省労働衛生課編） 
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・身長の検査について医師が必要でないと認めるときに省略することができる者を、

20 歳以上の者に改めることとしたこと。ただし、BMI を算出するためには、身長

を把握する必要があるので、身長の検査を行わなくともその値が把握できると医

師が判断した場合に限り省略できることに留意すること。（平成10基発第396号） 

 

・「聴力の検査」とは、1,000ヘルツ及び4,000ヘルツの周波数で、一定の音圧の音

が聞こえるかどうかの検査を行うことをいうこと。なお、1,000ヘルツの音は日常

会話の音域の代表とされる音であり、4,000ヘルツの音は高齢化に伴い、早期の聴

力低下が起こる音域の代表とされる音であること。（平成元基発第462号） 

 

・「聴力の検査」は、オージオメーターを使用して、通常 1,000 ヘルツについては

30デシベル、4,000ヘルツについては40デシベルの音圧の純音を用いて実施され

るものであるが、検査を実施する場所の騒音の程度を考慮し行うものであること。

（平成元基発第462号） 

 

 

○既往歴及び業務歴の調査 
・雇い入れ時の一般健康診断、定期健康診断ともに年齢に関わりなく必須の項目であ

る。 

 

・「既往歴」または「業務歴」は、直近に実施した健康診断以降のものをいうこと。

（昭和47基発第601号の1） 

 

・特定健康診査においては、「既往歴の調査」の項目の中で「服薬歴及び

喫煙習慣の状況に係る調査」を行うこととなっているが、労働安全衛生

規則(昭和 47 年労働省令第 32 号)に規定する定期健康診断においては

「既往歴の調査」の項目の中で服薬歴及び喫煙歴の調査を行うことまで

義務付けられているわけではない。 

しかしながら、定期健康診断においては、従来からこれらに係る聴取を

行っている場合が多いこと、服薬歴及び喫煙歴の有無は特定保健指導対

象者の抽出に不可欠なことから、来年度以降も引き続き聴取を実施され

るよう御協力願いたい。（平成20年基発第0117001号／保発第0117003号） 

 

 

○自覚症状及び他覚症状の有無の検査 
・雇い入れ時の一般健康診断、定期健康診断ともに年齢に関わりなく必須の項目であ

る。 
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・自覚症状及び他覚症状の有無の検査（雇い入れ時の一般健康診断）には、当該労働

者が就業を予定される業務に応じて必要とする身体特性を把握するための感覚器、

呼吸器、消化器、神経系、皮膚および運動機能の検査が含まれ、その検査項目の選

定は当該労働者の性、年齢、既往歴、問視診等を通じての所見などもあわせて医師

の判断にゆだねられるものであること。（昭和47基発第601号の1） 

 

・「自覚症状」に関するものについては、最近において受診者本人が自覚する事項

を中心に聴取することとし、この際本人の業務に関連が強いと医学的に想定され

るものをあわせて行なうものとすること。（昭和47基発第601号の1） 

 

・「他覚症状」に関するものについては、受診者本人の訴えおよび問視診に基づき

異常の疑いのある事項を中心として医師の判断により検査項目を選定して行なう

こと。なお、この際医師が本人の業務に関連が強いと判断した事項をあわせ行な

うものとすること。（昭和47基発第601号の1） 

 

・「自覚症状および他覚症状の有無の検査」においては、問診によって明らか

にされた既往歴、業務歴、生活状況、家族歴、自覚症状などの調査結果、さ

らに職場巡視の所見あるいは作業環境測定の結果などを照合しつつ、視診、

打聴診、触診を行い、これら全体を検討して、つぎに行うべき検査項目を選

ぶのが、基本的な流れといえようなどとしている。（一般健康診断ハンドブ

ック 労働省労働衛生課編） 

 

 

以上 





















基安労発0125第３号

平成22年１月25日

都道府県労働局労働基準部

労働衛生主務課長 殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部

労働衛生課長

（ 契 印 省 略 ）

定期健康診断における胸部エックス線検査等の対象者の見直しについて

標記については、結核予防法の一部を改正する法律（平成16年法律第133号）及び結核

予防法施行令の一部を改正する政令（平成16年政令第303号）並びに「労働者に対する胸

部エックス線検査の対象のあり方等に関する懇談会」（以下「懇談会」という。）等にお

ける専門家による検討結果を踏まえ、労働安全衛生規則等の改正を行うとともに、平成22

年1月25日付け基発0125第１号「労働安全衛生規則の一部を改正する省令及び労働安全衛

生規則第四十四条第三項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準の一部を改正する件等

の施行等について」（以下「基発0125第１号」という。）により通達されたところである。

本見直しに関する事業者への周知、指導等においては、下記に留意されたい。

記

1 胸部エックス線検査の省略について

基発0125第１号の第３の１において、「定期健康診断の項目の省略基準の適用に関し、

同基準の「医師が必要でないと認める」とは、胸部エックス線検査にあっては、呼吸

器疾患等に係る自覚症状及び他覚症状、既往歴等を勘案し、医師が総合的に判断する

ことをいう。したがって、胸部エックス線検査の省略については、年齢等により機械

的に決定されるものではないことに留意すること。」とされていることを踏まえ、胸部

エックス線検査の省略に関し医師が判断する際には、必要に応じて別添の懇談会の報

告書を参考とすること。

2 問診票の活用等について

胸部エックス線検査の省略に関し医師が判断する際の呼吸器疾患等に係る自覚症状、

既往歴等の把握等については、事前に問診票を配付し、回収することによる方法など

があること。



労働者に対する胸部エックス線検査の対象のあり方等に関する懇談会報告書（抜粋） 

 

（懇談会における検討結果） 

１．定期健康診断における胸部エックス線検査について 

  １）胸部エックス線検査を実施すべき対象者 

下記の（イ）～（ハ）については、検討会報告書及び平成 19 年度研究報告書において、

定期健康診断における胸部エックス線検査の必要性が十分示されており、省略すべきでない。 

（イ）４０歳以上の者 

（ロ）４０歳未満の者であっても、５歳毎の節目の年齢にあたる２０歳、２５歳、３０歳及び３５歳

の者 

（ハ）４０歳未満の者（２０歳、２５歳、３０歳及び３５歳の者を除く。）で、以下のいずれかに該

当する者 

一 学校（専修学校及び各種学校を含み、幼稚園を除く。）、病院、診療所、助産

所、介護老人保健施設又は特定の社会福祉施設において業務に従事する者 

※感染症法施行令第 12 条第 1 項第 1 号に掲げる者 

二 常時粉じん作業に従事する労働者でじん肺管理区分が管理一であるもの又は常

時粉じん作業に従事させたことのある労働者で、現に粉じん作業以外の作業に常

時従事しているもののうち、じん肺管理区分が管理二である労働者 

※じん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる者 

三 呼吸器疾患等に係る自覚症状若しくは他覚症状又はそれらの既往歴のある者 

 ※上記については、定期健康診断の際に実施される項目である「既往歴及び業務

歴の調査」や「自覚症状及び他覚症状の有無の検査」等により、医師が判断す

る必要がある。 

 

２）胸部エックス線検査の実施を留意すべき対象者 

下記については、一律には省略すべきでないとする対象集団を示す明確な知見は認められ

なかったものの、委員会での結論を踏まえると、一般に結核の感染リスクが高いと考えられ

ることから、医師が胸部エックス線検査の省略について判断する際、特に留意すべき事項で

あると考える。 

（イ） 結核の罹患の可能性が高いと考えられる多数の顧客と接触する場合等 

（ロ） 結核罹患率が高い地域における事業場での業務 

（ハ） 結核罹患率が高い海外地域における滞在歴 

（ニ） 長時間労働による睡眠不足等 

     

別添 



   海外に派遣する労働者の健康状態の適切な判断及び派遣中の労働者の健康管理に資する観点から、

また、海外勤務を終了した労働者を国内勤務に就かせる場合の就業上の配慮やその後の健康管理に資

する観点から、海外派遣労働者の健康診断における胸部エックス線検査は、現行どおり実施すべきで

ある。 

 

４）結核健康診断（安衛則 第４６条） 

結核予防法が改正された際に、結核発病のおそれがあると診断された者に対する６ヶ月後

の胸部エックス線検査等の実施に係る規定が、医療機関への受診を前提として廃止されたた

め、安衛法においても、同趣旨の結核健康診断の規定を廃止すべきである。 

上記に基づき、第１回懇談会後に所定の手続きを経て、平成 21 年 4 月 1 日に結核健康診

断は廃止された。 

 

５）じん肺法に基づくじん肺健康診断（じん肺法第８条等） 

じん肺法に基づくじん肺健康診断が３年に１回の実施となっている者（常時粉じん作業に

従事しており、じん肺管理区分１※１）の労働者や、常時粉じん作業に従事したことがあり、

現在は粉じん作業以外の作業に従事しているじん肺管理区分２※２)の労働者）については、

じん肺健康診断が実施されない２年間については、安衛法に基づく定期健康診断における胸

部エックス線検査を受けることを前提として、じん肺法に基づく定期外健康診断（じん肺又

はじん肺の合併症にかかっている疑いがあると診断された時等に速やかに実施。）が規定さ

れているため、安衛法における定期健康診断の際に胸部エックス線検査を実施すべきである。 

注） 

 ※１） 管理区分１ 

じん肺の所見がないと認められるもの 

 ※２） 管理区分２ 

エックス線写真の像が第一型（両肺野にじん肺による粒状影又は不整形陰影が少数あ

り、かつ、大陰影がないと認められるもの。）でじん肺による著しい肺機能の障害が

ないと認められるもの 

 

○懇談会の報告書における略語について 

安衛法…労働安全衛生法 

安衛則…労働安全衛生規則 

感染症法施行令…感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令 

検討会…労働安全衛生法における胸部エックス線検査等のあり方検討会 

平成19年度研究…労働安全衛生法に基づく胸部エックス線検査の労働者の健康管理に対する 

有効性等の評価に関する調査・研究 

委員会…胸部エックス線検査を実施すべき対象者の範囲に関する調査研究委員会 



【長時間労働者の場合】 

長時間労働者関係 ・ 高ストレス者関係 【該当するものに○】 
 

面接指導結果報告書 

対象者 氏名  労働 太郎 
所属  労働部 労働課 

男・女 年齢  43  歳 

勤務の状況 

（労働時間、 

労働時間以外の要因） 

・過去 3か月間の月あたり時間外労働が 100時間以上。 
・突発案件が多いために、休憩時間が確保しにくい。 
 

疲労の蓄積の状況 

【長時間労働者のみ】 

０．   1．   2．   3． 

（低）           （高） 

心理的な負担の状況 

【高ストレス者のみ】 

（ストレスチェック結果） 

A.ストレスの要因     点 

B.心身の自覚症状     点 

C.周囲の支援       点 

（医学的所見に関する特記事項） 

 

 

 

その他の心身の状況 
0．所見なし  1．所見あり（ 血圧及び血糖値が高い            ） 

面
接
医
師
判
定 

本人への指導区分 
 

※複数選択可 

0．措置不要 

1．要保健指導 

2．要経過観察 

3．要再面接（時期： 1か月後     ） 

4．現病治療継続 又は 医療機関紹介 

（その他特記事項） 

脳・心臓疾患のリスクが高いため、医
療面、就業面の措置が必要。また、措
置の効果を確認するため、再面接が必
要。 

 
就業上の措置に係る意見書 

就業区分 0．通常勤務   1．就業制限・配慮   2．要休業 

就

業

上

の

措

置 

労働時間 

の短縮 

（考えられるもの

に○） 

0．特に指示なし 
4．変形労働時間制または裁量労働制の対象からの除外 

 

1．時間外労働の制限  20   時間／月まで 
5．就業の禁止（休暇・休養の指示） 

 

2．時間外労働の禁止 
 

6．その他 休憩時間の確保 
 
   

3．就業時間を制限 

   時   分 ～   時   分 

労働時間以外 

の項目 

（考えられるもの

に○を付け、措置

の内容を具体的に

記述） 

主要項目 a. 就業場所の変更 b. 作業の転換 c. 深夜業の回数の減少 d. 昼間勤務への転換 e. その他 

1） 

2） 

3） 

措置期間     １ 日・ 週 ・ 月    又は     年  月  日～   年  月  日 

職場環境の改善に関す

る意見 

【高ストレス者のみ】 

 

医療機関への 

受診配慮等 業務多忙のため定期的な受診が困難となっているので、業務量等について配慮が必要。 

 

その他 

（連絡事項等） 
就業上の措置を決定する際には、本人の意見を十分に聴くことが必要。 

 
医師の所属先  2015年 12月 10日（実施年月日） 印 

○○○○株式会社 健康管理室 医師氏名     安全 一郎  

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

長時間労働者、高ストレス者の面接指導に関する報告書・意見書作成マニュアル（抜粋） 

厚生労働省労働衛生課産業保健支援室 



（記載方法） 

 
１～７の説明 

 

１：人事・労務担当者からの情報収集（「労働時間等に関するチェックリスト（例）」（18頁）

等を参照）や、労働者への聞き取りから判断して記載する。労働時間以外の要因について

は、「労働時間以外の労働に関する負荷要因（例）」（19頁）等を参考に情報収集・聞き取

りを行う。 

 

２：本人の様子ややりとりから判断して疲労の蓄積の状況を評価し、０～３の中から該当する

ものに○をする。なお、「疲労蓄積度のチェックリスト（例）」（20頁）の判定等を参考に

評価することも考えられる。 

 

３：本人の様子ややりとりから判断してその他の心身の状況を評価し、０（所見なし）又は１

（所見あり）のいずれか該当するものに○をする。（ ）内には、必要に応じて所見の具体

的内容を記載する。なお、その場での血圧測定結果、「心身の健康状況、生活状況の把握の

ためのチェックリスト（例）」（23頁）、「抑うつ症状に関する質問（例）」（25頁）等を参考

に評価することも考えられる。 

 

４：１～３を総合的に評価し、指導区分として０（措置不要）～４（現病治療継続）の中から

該当するものに○をする。また、「その他特記事項」には、特に留意すべき事項があれば記

載する。 

なお、必要に応じ、「脳・心臓疾患のリスク評価の方法（例）」（26頁）を参考にして評価

を行い、その結果を「その他特記事項」に記載することも考えられる。 

保健指導が必要な場合、「面接時の生活習慣・セルフケアのアドバイス（例）」（28頁）等

が参考になるが、具体的な指導内容を報告書に記載する必要はない。 

 

５：「就業区分」として、０（通常勤務）～２（要休業）の中から該当するものに○をする。

具体的な就業上の措置については、該当するものに○をし、具体的な措置の内容について

も記載する。なお、面接指導の時点では、具体的な措置の選択や内容まで判断がつかない

場合には、考えられる措置（複数でも可）を選択し、具体的な内容の記載については、記

載困難な場合は空欄とする。 

「６．その他」の具体的な記載例としては、上記のほか、「代休の取得」、「休日出勤の減

少」、「夜勤明けは休日とする」、「夜勤中に仮眠が取れるようにする」などが考えられる。 

 

６：医療機関への受診が必要な場合は、必要に応じて配慮事項を記載する。 

 

７：その他、事業者に対して伝えておくべき事項があれば、必要に応じて記載する。 

 



（７）脳・心臓疾患のリスク評価の方法（例） 

※長時間労働者に対する面接指導の際に使用可能 

 

日本高血圧学会・高血圧治療ガイドライン2014年版による手順を示します。 

 

ステップ１ 血圧の評価：表１により対象者の血圧を評価、分類します。 

↓ 

ステップ２ 高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子の評価：表２により対象者の、高血圧以外の

脳・心臓疾患の危険因子を評価します。 

↓ 

ステップ３ 脳・心臓疾患リスクの評価：ステップ１とステップ２の情報をもとに、表３を用い

て脳・心臓疾患リスクの評価を行います。 

 

表１ 血圧の分類 

  収 縮 期 血 圧

（mmHg） 

 拡 張 期 血 圧

（mmHg） 

正常域血圧 至適血圧 <120 かつ <80 

 正常血圧 120-129 かつ／または 80-84 

 正常高値血圧 130-139 かつ／または 85-89 

高血圧 Ⅰ度高血圧 140-159 かつ／または 90-99 

 Ⅱ度高血圧 160-179 かつ／または 100-109 

 Ⅲ度高血圧 ≧180 かつ／または ≧110 

 （孤立性）収縮期

高血圧 

≧140 かつ ＜90 

高血圧治療ガイドライン2014年版から作成． 

 

表２ 高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子 

高血圧以外の心血管病の危険因子 メタボリックシンドロームの診断基準（８学会

策定新基準, 2005） 

1)年齢（65歳以上） 

2)喫煙 

3)脂質代謝異常 

低ＨＤＬコレステロール血症（＜40 mg/dL） 

高LDLコレステロール血症（≧140 mg/dL） 

又は  高コレステロール血症（≧ 220 

mg/dL） 

 高トリグリセライド血症（≧150 mg/dL） 

4)肥満（BMI≧25）（特に内臓肥満） 

5)メタボリックシンドローム 

6)若年（50歳未満）発症の心血管病の家族歴 

7)糖尿病 

 空腹時血糖≧126mg/dL 

 負荷後血糖2時間値≧200mg/dL 

 随時血糖≧200mg/dL 

  HbA1c≧6.5％（国際標準値、NGSP値） 

1) 腹腔内脂肪蓄積 

 ウエスト周囲径 男性≧85cm 女性≧90ｃ

ｍ 

 （内臓脂肪面積 男女とも≧100cm2に相当） 

上記に加えて下記のうち２項目以上 

2) 脂質値 

 トリグリセライド ≧150mg/dL 

 かつ／または 

 HDLコレステロール ＜40mg/dL 

3) 血圧値 

 収縮期血圧 ≧130mmHg 

 かつ／または 

 拡張期血圧 ≧85mmHg 

4) 血糖値 

 空腹時血糖 ≧100mg/dL 

高血圧治療ガイドライン2014年版から作成. 



表３ 診察室血圧とその他の危険因子に基づいた脳・心臓疾患リスクの評価 

 Ⅰ度高血圧 

140-159かつ/または

90-99 mmHg 

Ⅱ度高血圧 

160-179かつ/または

100-109 mmHg 

Ⅲ度高血圧 

≧180かつ/または≧

110 mmHg 

リスク第一層（予後影

響因子がない） 
低リスク 中等リスク 高リスク 

リスク第二層（糖尿病

以外の１～２個の危険

因子、または３項目を

満たすメタボリックシ

ンドローム） 

中等リスク 高リスク 高リスク 

リスク第三層（糖尿病、

慢性腎臓病（CKD）、

あるいは臓器障害/心

血管病の存在、4項目

を満たすメタボリック

シンドローム、または

３個以上の危険因子） 

高リスク 高リスク 高リスク 

高血圧治療ガイドライン2014年版を一部改変. 

 

  注：「予後影響因子」、「危険因子」は、表２「高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子」を参照 

 

 

このほか以下のガイドラインも参考になります。 

 脳心血管病予防に関する包括的リスク管理合同会議. 脳心血管病予防に関する包括的リスク

管理チャート, 2015. 

http://www.naika.or.jp/info/crmcfpoccd/ 

 日本動脈硬化学会編：動脈硬化性疾患予防ガイドライン2012年版,2012． 

 厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究）「過重労働等による労働者のストレス負荷の評

価に関する研究」過重労働等健康リスク予知チャート, 2008. 

https://mental.m.u-tokyo.ac.jp/jstress/riskchart/ 

 





労働安全衛生法に基づく定期健康診断 

対象者 常時使用する労働者 

注）特定業務従事者の健康診断（安衛則第４５条）においては、
労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務に常時
従事する労働者 ※ 

健康診断項目 ① 既往歴及び業務歴の調査 
② 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 
③ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査 
④ 胸部エックス線検査及び喀痰検査 
⑤ 血圧の測定 
⑥ 貧血検査（血色素量、赤血球数） 
⑦ 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP） 
⑧ 血中脂質検査（LDL・HDLコレステロール、TG） 
⑨ 血糖検査 
⑩ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査） 
⑪ 心電図検査 
注）④について、雇入れ時健康診断においては、胸部エッ

クス線検査のみとなっている。 

※ 労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務 

イ 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所における業務  ロ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所における業務  ハ ラジウム放射
線、エックス線その他の有害放射線にさらされる業務  二 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務  ホ 異常気圧下における業務  
へ さく岩機、鋲打機等の使用によって、身体に著しい振動を与える業務  ト 重量物の取扱い等重激な業務  チ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における
業務  リ 坑内における業務  ヌ 深夜業を含む業務  ル 水銀、砒素、黄りん、弗化水素酸、塩酸、硝酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その他これらに準ずる
有害物を取り扱う業務  ヲ 鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗化水素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその
他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務  ワ 病原体によって汚染のおそれが著しい業務  カ その他厚生労働大臣が定め
る業務 



労働安全衛生法に基づく定期健康診断項目の変遷

昭和47年（1972）年労働省令 平成元（1989）年労働省令 平成10年（1998）年労働省令 平成19（2007）年厚生労働省令

既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の
有無の検査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の有無
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、視力及び聴力
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、腹囲、視力及び聴
力の検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀
痰検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀痰検
査

血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定

貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ－
GTP）

血中脂質検査（TC、TG）
血中脂質検査（TC、HDL、
TG）

血中脂質検査（LDL、HDL、TG）

血糖検査 血糖検査

尿中の糖及び蛋白の有無の
検査

尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無）

心電図検査 心電図検査 心電図検査



年齢別の定期健康診断等の項目
○必須、△医師が必要でないと認めるときは省略可

20歳未満 20歳 25歳 30歳 35歳 40歳以上

既往歴及び業務歴の調査

自覚症状・他覚症状の有無の検査

体重、視力、聴力の検査

血圧の測定

身長の検査 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △

腹囲の検査（注１） ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ ○

胸部エックス検査（注２） ○

喀痰検査（注３）

尿検査（尿糖、尿蛋白） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

肝機能検査

血中脂質検査

血糖検査

貧血検査

心電図検査

（年齢以外に省略できるもの） 注１

注２

注３

四十歳未満の者（二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。）で、次のいずれにも該当しないもの
○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十二条第
一項第一号に掲げる者
○じん肺法（昭和三十五年法律第三十号）第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

○胸部エックス線検査によって病変の発見されない者
○胸部エックス線によって結核発病のおそれがないと診断された者
○四十歳未満の者（二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。）で、次のいずれにも該当しないもの
・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十二条第
一項第一号に掲げる者
・じん肺法（昭和三十五年法律第三十号）第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

○妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと判断されたもの
○BMI（次の算式により算出した値をいう。以下同じ。）が二十未満である者
　　BMI＝体重（kg）／身長（m）2
○自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが二十二未満である者に限る。）

定期健康診断
雇入時健康診断

○ ○ ○

△ ○ △ ○ △ ○ △ ○ △ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ △ △ △ △ ○△ △ △ ○ △



定期健康診断項目の診療報酬点数

診療報酬点数

1
既往歴及び業務歴の調
査

2
自覚症状及び他覚症状
の有無の検査

　

3 身長、体重、腹囲、

4 血圧の測定

5 聴力

6 視力

7 胸部エックス線検査及び （アナログ60点/デジタル68点）判断料85点

8 喀痰検査 190点

9
尿検査（糖、蛋白の有
無）

○尿糖
○尿蛋白

10 心電図検査 ○心電図（130点）

11 （採血料） 25点

12 貧血検査（Hb、RBC）
○RBC、○Hb
（「末梢血液一般検査21点」に含む）

13 血糖検査 （○HbA1ｃ（49点）にて代替可）

14
肝機能検査
（GOT、GPT、γ-GTP）

○GOT17点※
○GPT17点※
○γ-GTP11点※

15
血中脂質検査
（LDL、HDL、TG）

○LDL（18点）※
○HDL（17点）※
○TG（11点）※

16 血糖検査 ○空腹時血糖（11点）※

※現行は健診項目でないもの
17 クレアチニン ○クレアチニン11点※
18 血中脂質検査 ○TC17点※

※印の項目は実施数に応じて診療報酬点数が決まっている。
5～7項目 93点
8～9項目 99点
10項目以上 115点

定期健康診断の項目

生化学的検査（Ⅰ）判断料144点 

血液学的検査判断料125点 

該当なし（初診料等、基本診療料に含まれる。） 

初診料282点、再診料72点、外来診療料73点 

26点（判断料含む） 



 

 

 

二次健康診断等給付について 

 

 二次健康診断等給付は、労働安全衛生法の規定による定期健康診断等のうち、直近のも

の（以下「一次健康診断」という。）において、脳・心臓疾患を発症する危険性が高いと判

断された人に対して、脳血管及び心臓の状態を把握するための二次健康診断及び脳･心臓疾

患の発症の予防を図るための医師等による特定保健指導を受診者の負担なく受けることが

できる労災保険制度の保険給付です。 

 

１．二次健康診断等給付を受けるための要件 

二次健康診断等給付は、一次健康診断の結果において、①血圧の測定、②血中脂質検査、

③血糖検査、④腹囲の検査又は BMI（肥満度）の測定、のすべての検査項目について異常

の所見があると診断された場合に１年度内に１回のみ受けることができます。 

ただし、①から④の検査項目において異常なしと診断された場合であっても、所属する

事業所に選任されている産業医等が、当該検査を受けた労働者の就業環境等を総合的に勘

案し異常の所見が認められると診断した場合には、産業医等の意見を優先し、当該検査項

目については異常の所見があるものとすることができます。 

なお、労災保険制度に特別加入されている方及びすでに医師により脳・心臓疾患の症状

を有すると診断されている人は対象外となります。 

 

２．二次健康診断等給付の内容 

二次健康診断及び特定保健指導の内容は次の通りです。 

（１）二次健康診断 

（a）空腹時血中脂質検査（LDL コレステロール、HDL コレステロール及び血清トリグリ

セライドの量の検査） 

（b）空腹時血糖値検査（空腹時の血中グルコース量の検査） 

（c）ヘモグロビン A1C検査（一次健康診断において行った場合は除く。） 

（d）負荷心電図検査又は胸部超音波検査（心エコー検査） 

（e）頸部超音波検査（頸部エコー検査） 

（f）微量アルブミン尿検査（一次健康診断において尿中の蛋白の有無の検査において

疑陽性(±)又は弱陽性(+)の所見があると診断された場合に限る。） 

（２）特定保健指導 

栄養指導、運動指導、生活指導 

 

３．問い合わせ先 

都道府県労働局、労働基準監督署 



特定健康診査 

対象者 

実施年度中に40－75歳に達する加入者（被保険者・被扶養者） 
実施年度を通じて加入している（年度途中に加入・脱退がない）者 
除外規定（妊産婦・刑務所服役中・長期入院・海外在住等）に該当し 
ない者 
 
※年度途中に75歳に達する加入者は、75歳に達するまでの間が対象 

基本的な 
健診の 
項目 

○ 質問票(服薬歴、喫煙歴 等) 
○ 身体計測(身長、体重、ＢＭＩ、腹囲) 
○ 理学的検査(身体診察) 
○ 血圧測定 
○ 血液検査 
   ・脂質検査(中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール) 
   ・血糖検査(空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ) 注)摂食時はＨｂＡ１ｃ 
   ・肝機能検査(ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ) 
○ 検尿(尿糖、尿蛋白) 

詳細な 
健診の 
項目 

○ 心電図検査 
○ 眼底検査 
○ 貧血検査(赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値) 
             注)一定の基準の下、医師が必要と認めた場合に実施 
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